
（ 火を 使用する 設備の設置の届出等）  

第 5 6 条 火を 使用する 設備又はその使用に際し 火災の発生のおそれのある 設備のう ち、次に掲げ

る も のを 設置し よ う と する 者（ 内容を 変更し よ う と する 者を 含む。） は、 あら かじ め、 設備の位

置、 構造その他火災予防上必要な事項に関する 計画を 所轄消防署長に届け出て、 当該計画がこ の

条例の規定に適合する かど う かの審査を 受けなければなら ない。（ う ）（ せ）  

⑴ 熱風炉（ け）  

⑵ 多量の可燃性ガス 又は蒸気を 発生する 炉（ う ）（ せ）  

⑶ 前号に掲げる も ののほか、据付面積２ 平方メ ート ル以上の炉（ 個人の住居に設ける も のを 除

く 。 ) （ う ）（ せ）  

⑶の２  厨房設備で当該厨房設備の入力と 同一厨房室内に設ける 他の厨房設備の入力の合計が

3 5 0 キロ ワ ッ ト 以上の厨房設備（ せ）（ つ）  

⑷ 入力 7 0 キロ ワ ッ ト 以上の温風暖房機（ 風道を 使用し ないも のにあつては、 劇場等及びキャ

バレ ー等に設ける も のに限る 。）（ け）（ つ）（ ア 

⑸ ボイ ラ ー又は入力 7 0 キロ ワ ッ ト 以上の給湯湯沸設備（ 個人の住居に設ける も の及び労働安

全衛生法施行令（ 昭和 4 7 年政令第 3 1 8 号） 第１ 条第３ 号に規定する も のを 除く 。）（ う ）（ か）

（ け）（ つ）  

⑹ 乾燥設備（ 個人の住居に設ける も のを 除く 。）（ け）  

⑺ サウ ナ設備（ 個人の住居に設ける も のを 除く 。）（ う ）（ け）  

⑺の２  入力 7 0 キロ ワ ッ ト 以上の内燃機関によ る ヒ ート ポン プ冷暖房機（ せ）（ つ）  

⑻ 火花を 生ずる 設備（ け）  

⑻の２  放電加工機（ せ）  

⑼ 高圧又は特別高圧の変電設備（ 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 除く 。）（ け）（ を ）  

⑽ 急速充電設備（ 全出力 5 0 キロ ワ ッ ト 以下のも のを 除く 。）（ を ）  

⑾ 燃料電池発電設備（ 第８ 条の３ 第２ 項及び第４ 項に定める も のを 除く 。）（ ほ）（ を ）  

 ⑿ 内燃機関を 原動力と する 発電設備のう ち、 固定し て用いる も の（ 第 1 3 条第４ 項に定める も

のを 除く 。）（ ほ）（ を ）  

⒀ 蓄電池設備（ 蓄電池容量が 2 0 キロ ワ ッ ト 時以下のも のを 除く 。）（ う ）（ け）（ せ）（ ほ）（ を ）

（ ア）  

⒁ 設備容量２ キロ ボルト アン ペア以上のネオン 管灯設備（ け）（ ほ）（ を ）  

⒂ 水素ガス を 充塡する 気球（ け）（ ほ）（ を ）  

２  前項に規定する 設備を 使用し よ う と する 者は、 使用開始前に、 当該設備について所轄消防署長

の検査を 受けなければなら ない。（ う ）  

 

条則 

（ 火を 使用する 設備等の設置届等）  

第1 2 条 条例第 5 6 条第１ 項の規定によ る 火を 使用する 設備等の設置及び変更(以下「 設置等」 と い

う 。) の届出は、同項第１ 号から 第 1 4 号ま でに掲げる 設備にあつては設置等の工事の７ 日前ま で

に、 同項第 1 5 号に掲げる 設備にあつては設置等の工事の３ 日前ま でに届出書によ り 行わなけれ

ばなら ない。（ と ）（ は）  

２  前項の届出書には、 次の各号に掲げる 設備の区分に応じ 、 それぞれ当該各号に定める 必要な図



書を 添えなければなら ない。  

 ⑴ 条例第 5 6 条第１ 項第１ 号から 第８ 号の２ ま でに掲げる 設備 当該設備の位置図、 構造図及

び仕様書 

 ⑵ 条例第 5 6 条第１ 項第９ 号から 第 1 4 号ま でに掲げる 設備 当該設備の位置図、 平面図、 立

面図、 結線・ 接続図及び仕様書（ と ）（ は）  

 ⑶ 条例第 5 6 条第１ 項第 1 5 号に掲げる 設備 当該設備の付近図、 掲揚・ 係留状況図及び電飾

結線図（ と ）（ は）  

３  条例第 5 6 条第２ 項の規定によ り 検査を 受けよ う と する 者は、 申請書を 提出し なければなら な

い。（ あ）（ え）（ お）（ か）（ け）  

 

【 解説】  

 本条は、 火を 使用する 設備又はその使用に際し 、 火災の発生のおそれのある 設備について、 こ れを

設置する 場合及び設置後に変更する 場合に、その段階で届け出る こ と と し 、こ れを 審査する こ と 並び

に工事が完了し 使用開始前に検査する こ と によ り 、 火気設備等の位置、 構造、 管理の適正化を 図る た

めの制度を 規定し たも のである 。  

 

１  第１ 項本文の｢あら かじ め｣と は、本条第１ 項第１ 号から 第 1 4 号ま でに掲げる 設備にあっ ては設

置等の工事の７ 日前ま でに、同項第 1 5 号に掲げる 設備にあっ ては水素ガス 充塡開始の３ 日前ま で

に届け出る こ と を いう 。  

 

２  第１ 項第１ 号の｢熱風炉｣と は、加熱のために必要な熱風を 作り 出す炉（ 暖房用を 除く 。） を いい、

据付け面積に関係なく 届出が必要である 。  

 

３  第１ 項第２ 号の｢炉｣と は、第３ 条に規定する 炉のう ち、多量の可燃性ガス 又は蒸気を 発生する 炉

を いい、 据付け面積に関係なく 届出が必要である 。  

 

４  第１ 項第３ 号の｢据付面積｣と は、当該設備を 据え付けた場合における 水平投影面積を いう 。据付

面積を 基準に設置届出の対象と し たのは、炉の規模、さ ら にはその火災危険性が据付面積におおむ

ね集約でき る から であ る 。 なお、 同号の炉は、 本項第１ 号及び第２ 号以外の炉を いう 。  

 

５  第１ 項第３ 号の２ の「 厨房設備」 と は、 同一厨房室内において使用さ れる コ ン ロ 、 レ ン ジ、 オー

ブン 、 フ ラ イ ヤー、 湯沸設備及びボイ ラ ー等を いい、 各厨房設備の入力の合計が 3 5 0 キロ ワ ッ ト

以上を も っ て設置届出対象と し たも のである 。  

 

６  第１ 項第４ 号の「 風道を 使用し ないも の」 と は、 本体の接続部分から 風道の長さ が２ メ ート ル未

満のも のは、 風道を 使用し ないも のと し て取り 扱う こ と ができ る 。  

 

７  第１ 項第５ 号の「 ボイ ラ ー」 及び「 入力 7 0 キロ ワ ッ ト 以上の給湯湯沸設備」 は、 個人の住居に

設ける も の及び労働安全衛生法施行令第１ 条第３ 号に規定する も のを 除く も のである 。  



 

８  第１ 項第６ 号の｢乾燥設備｣は、個人の住居に設ける も の及び次に掲げる いずれかに該当する 場合

は、 届出を 必要と し ない。  

⑴ 入力 1 7 キロ ワ ッ ト 未満のも の 

⑵ 乾燥物収容室の据付け面積が１ 平方メ ート ル未満のも の 

⑶ 乾燥物収容室の内部容積が１ 立方メ ート ル未満のも の 

 

９  第１ 項第７ 号の「 サウ ナ設備」 は、 サウ ナ設備及び電気用品安全法施行令別表第１ に掲げる 電気

サウ ナバス を 、 個人の住居に設ける 場合を 除く も のである 。  

 

1 0  第１ 項第８ 号の「 火花を 生ずる 設備」 は、 操作に際し 静電気の放電によ る 火花、 機械的火花を

発生し 、他方その火花発生部において可燃性の蒸気又は微粉を 放出する 設備は、引火又は着火の危

険性がき わめて大き く 、かつ、取り 扱われる 可燃性の蒸気又は微粉に着火し た場合一挙に爆発的に

急激な燃焼状態になる 危険が大である ので、 本号の届出対象と なる 。  

  届出対象設備と し ては、 第 1 1 条に規定する 設備があ る が、 こ れ以外に製綿機、 カード 機、 粉砕

機、 マグ ネシウ ム 切削機、 開綿機等があげら れる が、 本届出が対象と なる も のは、 次に掲げる 事項

が条件と なる 。  

⑴ 操作に際し 火花を 生ずる こ と 。  

⑵ 可燃性の蒸気又は微粉を 放出する こ と 。  

 

1 1  第１ 項第９ 号の「 全出力」 と は、 第 1 2 条変電設備の【 解説】 の全出力の算定方法を 参照のこ

と 。  

 

1 2  第１ 項第 1 0 号の「 急速充電設備」 と は、 第 1 2 条の２ に掲げる 設備のう ち、 全出力が 5 0 キロ

ワ ッ ト を 超える も のを いう 。  

 

1 3  第１ 項第 1 1 号の「 燃料電池発電設備」 のう ち固体高分子型燃料電池設備で出力 1 0 キロ ワ ッ ト

未満であっ て、その使用に際し て異常が発生し た場合において安全を 確保する ための措置が講じ ら

れている も のは除く も のと する 。  

 

1 4  第１ 項第 1 2 号の「 内燃機関を 原動力と する 発電設備」 で、 出力 1 0 キロ ワ ッ ト 未満であっ て、

その使用に際し て異常が発生し た場合において安全を 確保する ための措置が講じ ら れている も の

は除く も のと する 。  

 

1 5  第１ 項第 1 3 号の「 蓄電池設備」 と は、 第 1 4 条に掲げる 設備のう ち、 蓄電池容量が 2 0 キロ ワ

ッ ト 時を 超える も のを いい、 その容量算定は、 第 1 4 条の蓄電池設備の【 解説】 １ を 参照のこ と 。

ま た、 蓄電池設備を 複数台接続し て設置する 場合は、（ 直列又は並列にかかわら ず） 蓄電池及びそ

の他の機器が１ の箱に収納さ れたも ので、第７ 号告示第３ に定める も のである と き は、当該箱ご と

に第 1 4 条及び本条第１ 項第 1 3 号に定める 「 蓄電池設備」 への適合が判断さ れる も のであ る 。  



 

1 6  第１ 項第 1 4 号の「 設備容量」 の算定方法については、 １ つのネオン 管灯設備に設けたネオン

変圧器の定格容量( ボルト アン ペア) の和と する 。  

 

1 7  第１ 項第 1 5 号の「 水素ガス を 充塡する 気球」 と は、 建築物( 屋上)、 屋外の樹木等の土地の定着

物に気球を 固定する も のを いう 。 し たがっ て、 掲揚のみなら ず係留を 含み、 掲揚前に一定時間係留

する 場合は、 係留前に届け出る こ と を 要する 。 ま た、 届け出た掲揚又は係留期間が過ぎても なお掲

揚又は係留を 行う 場合は、 新たに届け出を 要する も のである 。  


